
 

平成 23 年 3 月 14 日 

各位 

会 社 名  トミタ電機株式会社      

代表者名  代表取締役社長  神谷 哲郎 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード番号 ６８９８） 

問合せ先  取締役管理本部長 太田  寛 

 （ＴＥＬ ０８５７－２２－８４４１） 

 

 

「内部統制システムの構築に関する基本方針」の更新について 

 

 当社は、平成 23 年３月 14 日開催の取締役会において、「内部統制システムの構築に関す

る基本方針」について、一部更新を決議いたしましたのでお知らせいたします。 

（下線部は更新箇所） 

記 
 

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

(1) 取締役においては、取締役会規程の付議基準を整備し、会社の業務執行についての重要

事項を取締役会において決定する。また、取締役は、職務の執行状況を取締役会に報告す

るとともに、他の取締役の職務執行を相互に監視・監督する。 

(2) 使用人については、社内規程に基づく職務権限及び意思決定のルールに従い、適正に職

務の執行が行われる体制をとる。 

(3) コンプライアンス体制の強化をはかるため、内部通報受入窓口を設け、法令、定款及び

社内規程に関する通報及び相談への対応を行う。 

(4) 内部監査部門は、内部監査規程に基づき各部門の職務執行状況を把握し、法令、定款及

び社内規程に準拠して適性に行われているかを監査し、代表取締役に報告する。 
 

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

 取締役の職務の執行に係る情報（電磁的記録も含む）については、法令及び文書取扱規程に

従い保存・管理する。 
 

３．損失の危機の管理に関する規程その他の体制 

(1) 業務の執行に係るリスクについては、リスク管理規程に従い、管理を行う。 

(2) リスクの管理方法等については、適宜見直しを行うこととする。 
 

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

(1) 取締役会は、毎月定期的にまたは必要に応じて臨時に開催し、重要事項の決定並びに取

締役の業務執行状況の監督等を行う。また、開催にあたっては事前に議題に関する充分な

資料を可能な限り、全員に配付される体制をとる。 

(2) 取締役の機能を強化し経営の効率を向上させるため、部門担当者以上による営業戦略会



議を適宜開催し、業務執行に関する基本的事項及び重要事項に係わる問題解決と意思決定

を確実なものとする。 
 

５．当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

(1) 当社は、関係会社管理規程に基づき、当社を中心とした企業集団全体の業務執行に関す

る報告、決裁の体制を明確にする。 

(2) 子会社及び関連会社の経営については、その自主性を尊重しつつも、事業内容の定期的

な報告を受けるとともに、重要案件についての事前協議と適正な助言を行う。 

(3) 財務報告の適正性と信頼性を確保するため、金融商品取引法その他適用のある法令に基

づき体制を整備、有効性を評価及び改善等を行うものとする。 
 

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する

事項 

 監査役会が監査役の職務を補助すべき使用人を置くことを求めたときは、これを置くものと

し、その人事等については、取締役会と監査役会が協議のうえ決定する。 

７．前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

 監査役の補助使用人が監査役補助職務を遂行する場合は、取締役の指揮命令に服さないもの

とし、その職務遂行に対する人事考課については監査役会が行う。また、これらの使用人の人

事異動、懲戒処分については監査役会と協議のうえで取締役会が決定する。 
 

８．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する体制 

(1) 取締役及び使用人は、当社グループに著しい損害を及ぼす事実や違法・不正行為を発見

したとき、またはそれらが発生するおそれがあるとき、監査役に対して、当該事項に関す

る内容を速やかに報告しなければならない。 

(2) 監査役は、取締役会その他重要な会議へ出席するとともに、会社の重要情報を閲覧し、

必要に応じて取締役または使用人に対しその説明を求めることができる。 
 

９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

(1) 監査役は、定期的に会計監査人及び内部監査部門と協議または意見交換を行うとともに、

必要に応じて報告を求めることにより、監査の実効性を確保する。 

(2) 代表取締役との定期的な意見交換の場を設け、監査上の重要課題等について意見交換を

行う。 
 

10. 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方・整備状況 

当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力や団体等に対し、社会常識と正義感

を持ち、毅然とした態度で対応し、一切の関係を持たないことを基本的な方針とする。 

管理本部総務課を反社会的勢力に対する統括部門と定め、必要に応じて警察や顧問弁護士、

その他外部の専門機関と連携して情報の収集・管理を行い、反社会的勢力を排除する体制の整

備を推進する。 

 

以上 


